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b． アンケート結果の集計・分析 
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c． 実証結果のまとめ 

アンケートの結果から、本 FAQ システムのような「業務上の疑問を自己解決す

る手段」を、62%のユーザーは積極的に利用していきたいと望んでいることがわ

かる。また、実証用システムは、99%のユーザーが使い方を理解でき、73%のユー

ザーが今後も継続して利用したいと回答した。 

 

 

図 2.4.3-2 実証実験の結果と今後目指すべき姿 

 

2．4．4 実証結果の評価、課題等の整理、実用化に向けた提言とりまとめ 

(1) 問い合わせ対応自動化の有効性評価 

a． 評価のポイント 

既存の質疑応答記録から実証対象とする QA150 件を選定、実証用システムに搭

載し実証を実施。システム上で収集される利用情報やアンケート集計結果から、

下記の評価ポイントに基づき有効性評価を行った。 

 ユーザーが欲しい情報を早く・正確に・簡単に探せるシステムか（システム

の操作性、コンテンツ満足度） 

 システムを導入することにより業務効率化につながるか 
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 自動化による費用対効果はあるか 

 

b． 評価結果 

① ユーザーが欲しい情報を早く・正確に・簡単に探せるシステムか（システムの操

作性、コンテンツ満足度） 

• 実証期間中の検索数 3,698 件に対し、回答到達率（回答まで閲覧した割合）89%、

解決率 89.8%、推定解決数 2,957件と他社事例と比べても高い解決率※であった。 

※  トライアルにおける解決率は通常 65%～75%（トライアル段階ではアンサーが未熟であ

ることが多く、解決率は低くなる傾向）。今回はリライトの精度が高かったことから解

決率が高くなっている。 

• アンケートの結果から 99%のユーザーがシステムの使い方を理解できたと回答

しており、操作性に関する満足度は高い。 

• また、5 割弱のユーザーは業務上の疑問を自己解決する手段（マニュアル等）を

活用できていなかったと答えており、本システムのような自己解決手段の導入に

よりユーザーの利便性向上が期待できる。 

• 一方、自分が必要な業務についての知識が得られたか、との問いに対しては肯定

的な回答が 48%にとどまっている。これは、今回の実証で掲載した QA が自身の

業務所掌外であったため回答を保留しているユーザーが一定数含まれているこ

とによると考えられる。 

 

② システムを導入することにより業務効率化につながるか 

• アンケートでは 56%の利用者が回答文を読んで疑問を自己解決しており、35%が

システムを利用することにより業務時間が短縮できたと回答している。業務時間

短縮効果が薄いと回答したユーザーの中には、前項同様自身の業務所掌外の QA

であったため効果が実感できず回答を留保した者が一定数含まれており、十分な

評価ができなかったものと考えられる。 

• 回答者側に関しては、推定解決数 2,957 件を全て従来通り電話やメールにより対

応した場合（1 件あたりの対応時間 10 分と想定）と比べ 492.9 時間の削減効果

が得られることから、回答者側の業務効率改善効果は大きい。 

 

③ 自動化による費用対効果はあるか 

• 前項で述べた通り、本実証期間中の回答者側の対応時間削減効果 492.9 時間を人

件費（3,000 円／時間）に換算すると 1 か月あたり 1,478 千円となる。 

• 今回の実証用システムを継続して使用する場合のランニングコストは 20 万円/

月※、利用動向分析を行うカスタマーサクセスを含めても 40 万円であり運用コ

ストの費用対効果は高い。 

※実証期間特別価格 
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図 2.4.4-1 問い合わせ対応における人件費とシステム運用コストの比較 

 

上記①～③を踏まえた評価結果は以下の通り。 

 システムの操作性・コンテンツ満足度 ⇒ 〇 

 業務効率化効果 ⇒ △ 

 システム導入の費用対効果 ⇒ 〇 

 

(2) 課題等の整理、実用化に向けた提言 

今回の実証用システムに関する利用状況やアンケート結果によると、業務上の疑問を

自己解決する手段の一つとして今回試作した FAQ システムを活用することに関して肯定

的な意見が多く見受けられ、QA 追加に関する具体的な要望も多数寄せられていることか

ら、ユーザーからの期待が大きいことがうかがえる。 

また、実証期間中の問い合わせ件数から検証した結果、システムを導入することによ

り回答者側の業務効率改善効果が大きいことが確認できた。 

一方で、今回搭載した QA 数及び分野が限定的であったことから、アンケートでは「自

身の担当分野外の QA であったためコンテンツ満足度については判断しづらい」「〇〇分

野の QA を追加して欲しい」といった要望も多く見受けられたことから、ユーザー側から

見たコンテンツの満足度、業務改善効果については、十分な評価ができていないものと

考えられ、QA 数や分野を拡充することで、コンテンツ満足度、業務効率改善効果の向上

が期待できる。 

これらのことから、QA 数並びに対象分野を追加した上で、再度実証を行い、その効果

を検証することを提案する。 

 

2．5 打ち合わせ会議等の開催 

本業務の進捗を報告・確認するために、当財団は月１回程度担当部署と打ち合わせ会

議を行い、事業の成果や課題を示すとともに、提言を受けた。打ち合わせ会議の開催一

覧を表 2.5-1 に示す。 

表 2.5-1 打ち合わせ会議一覧 

回 開催日 内容 開催方法 

1 
2021 年 7 月 13 日

（火） 
・本業務の作業計画（実施概要） 対面 

2 
2021 年 8 月 18 日

（水） 
・各業務の年間計画と進捗概要報告 オンライン 

3 
2021 年 9 月 16 日

（木） 
・進捗概要報告・調整 オンライン 
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4 
2021年 10 月 20日

（水） 
・進捗概要報告・調整 オンライン 

5 
2021 年 11 月 19日

（金） 
・進捗概要報告・調整 オンライン 

6 
2021 年 12 月 16日

（木） 
・進捗概要報告・調整 オンライン 

7 
2022 年 1 月 21 日

（金） 
・進捗概要報告・調整 オンライン 

 

尚、上記報告会の他、業務の進捗状況に合わせ、適宜担当部署との個別打合せを実施

した。 

 

2．6 調査結果の報告会の開催 

統計部の職員等を対象とした調査結果の報告会を 2022 年 3 月 4 日（金）にオンライ

ンで開催し、実証実験の評価、課題等の整理、実用化に向けた提言内容等について報告

した。 

以上 
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